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第76回全国議事記録議事運営事務研修会

講演①

＜発言訂正の方法と留意点＞
＜議会のデジタル化＞

（公社）日本速記協会 理事 内田 一夫

＜発言訂正の方法と留意点＞

参考 ： 吉川欽二氏著 「地方議会の記録事務」

１

●会議における発言は自由であるが、議員は政治家として自己の発言に責任
を負うことが要求される。

●会議における発言は速記法によって会議録に記載されるため、発言した内
容がそのとおり会議録上に再現される。

●そのため、発言をみだりに取り消したり訂正することは、原則として許さ
れない。

●しかし、誤った発言をそのまま記録に残すことが問題となる場合もあり得
る。

●また、いわば言葉がすべった場合にも絶対に取消し・訂正できないとする
と、発言は事前に綿密な原稿をつくって行わなければならなくなるし、か
えって自由な発言を妨げることになる。

衆議院規則
第203条 演説した議員は、会議録について、各議員に提供された日の翌日の午後五時
までに、その字句の訂正を求めることができる。ただし、演説の趣旨を変更すること
はできない。

Ⅰ 議員の発言

２

標準会議規則の規定〔県＝第63条 市＝第65条 町村＝第64条〕
（発言の取消し又は訂正）
議員〈市は「発言した議員」〉は、その会期中に限り、議会の許可を得て自己の発
言を取り消し、又は議長の許可を得て発言の訂正をすることができる。ただし、
発言の訂正は、字句に限るものとし、 発言の趣旨を変更することはできない。

Ⅱ 発言の訂正

★議員は、その会期中に限り、議長の許可を得て発言の訂正をすることが
できる。

★訂正は字句に限られ、発言の趣旨を変更することができないこと、つま
り誤りを残さないためのものであることから、議会の許可ではなく議長
判断で足りるとしたものである。

★訂正を求める場合は、発言を特定し、どのように改めるかを示す必要が
ある。

１ 会議規則による訂正の考え方

３
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【取消し】
①会議中における議長の秩序保持権の発動としてなされる。
（取消し命令）

②秩序保持とは関係なく、発言議員自身から自己の発言を削除してほし
い旨の申し出に基づいてなされる。
・削除のためには同一会期中における議会の許可が必要である。

取消しの結果、配布用会議録には発言は記載されない。
※ 原本の扱い

【訂正】
○発言議員自身からの発言の趣旨を変えない範囲での推敲の申し出。
・同一会期中における議長の許可が必要である。

２ 発言の取消しと訂正の違い

４ ５

訂 正
取 り 消 し

本人申し出議長の命令

規律との関係はない。

訂正は字句に限るものとし、

発言の趣旨は変更できない。

会議規則上特定され

ていないが、基本的

には秩序を乱したり

品位を傷つけたりす

る不穏当な言辞

秩序を乱したり

品位を傷つけた

りする不穏当な

言辞

発言の内容

発言者自身の意思の発動

(発言の推敲といった性格)

発言者自身の意思の

発動

発言者の意思に

反しても強行さ

れる

発言者の意思

訂正後の発言を記載して訂正

の後が残らない場合もある

該当発言部分が「 」等で伏せられ

る
配布用会議録の処理

基本的には、もとの発言がそ

のまま記載される。

もとの発言がそのまま記載される

(削除対象部分がわかる処理)
会議録原本の処理

●発言の訂正は字句に限るものとし、発言の趣旨を変更することができな
い。

発言の趣旨が変わっては、会議録上のそれぞれの発言がかみ合わな
くなるため

★字句に限るとは、単語や文節の単位を限度とすることをいう。

★発言の趣旨を変更するとは、発言者の言おうとするところを改めてし
まうことである。

★発言の趣旨を変更するか否かの判断は、字句に限るとしても難しい場
合がある。議事の脈略がなくならないよう注意する必要がある。

★訂正された発言を引用している発言も、単純明快な誤りであれば、当
該発言者に確認したうえで訂正することが適当である。

※ 内容によっては削除を求める訂正もあり得る。
この場合も、議事の脈略がなくならないように注意する必要がある。

３ 訂正の限界

６

★議員は、その会期中に限り、議長の許可を得て発言の訂正をすることが
できる。

★議長の許可としているのは、訂正は字句に限られることから、その程度
のものは議長権限で扱って差し支えない、という考え方に基づく。

★訂正を求める場合は、発言を特定し、どのように改めるかを示す必要
がある。

★配布用会議録には訂正後の発言のみが掲載される。
一方、会議録原本には訂正前の発言も記載される。 ⇒ 原本の掲載方法

４ 訂正の方法

(１) 議長の許可を得て、発言を訂正する。 会議規則による手続

標準会議規則の規定〔県＝第63条 市＝第65条 町村＝第64条〕
（発言の取消し又は訂正）
議員〈市は「発言した議員」〉は、その会期中に限り、議会の許可を得て自己の発
言を取り消し、又は議長の許可を得て発言の訂正をすることができる。ただし、
発言の訂正は、字句に限るものとし、 発言の趣旨を変更することはできない。

７
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------------------------------------------------
【北海道議会】(平成27年第３回定例会 平成27年10月２日)
○議長遠藤連君 この際、御報告いたします。
議員菊地葉子君から、９月16日の本会議において、「学生等の名簿」と発言した部分

を「陸上自衛隊高等工科学校の学生等の募集名簿」に、「住民基本台帳法」と発言した
部分を「自衛隊法」に、「住民基本台帳事務の適切な執行について」と発言した部分を
「この旨を」に、それぞれ訂正したい旨の申し出があり、会議録を訂正いたしますので、
御了承願います。

------------------------------------------------

＜議長の許可を得て、発言を訂正した例＞

※ 訂正の申し出であっても、内容が取消しに該当する場合は、取消しに
ついて議会に諮ることが必要である。

８

●発言者が会議において、すでに述べた発言を訂正する旨発言する。
※ 訂正申し出との区別

事前に申し出があった場合は、議運で取り扱いを決めておく必要が
ある。

●この場合、釈明または陳謝の発言を伴うことがある。

●訂正する旨の発言は議長許可によってなされ、単なる字句の訂正に限る
という制約はない。会期の制約もない。

●すべての発言が会議録に掲載される。
掲載方法については要検討

（２）議員自らが訂正発言を行う。 議長の許可を要しない

９

------------------------------------------------
【神奈川県議会】(平成28年第１回定例会 平成28年３月24日)
○議長（土井りゅうすけ） この際、藤井克彦君から発言を求められておりますので、
これを許します。
藤井克彦君。
〔藤井克彦議員登壇〕

○藤井克彦議員 大変申しわけございません。
先ほどの討論の中で、私の発言に誤りがありましたので、訂正をさせていただきた

く存じます。
所管常任委員会の審査結果に反対するとして述べた部分のうち、請願第40号と請願

第29号は、所管常任委員会の審査結果に賛成するものでしたので、この部分を削除す
るなど、そのように訂正させていただきたく、よろしくお取り計らいをお願いいたし
ます。
今後このようなことがないように気をつけますので、よろしくお願いいたします。

まことに申しわけございませんでした。〔訂正済〕
○議長（土井りゅうすけ） お聞きのとおりであります。
ただいまの発言訂正につきましては、後刻、本職において措置することにいたしま

すから、ご了承を願います。
以上で討論を終わります。

＜議員自らが訂正発言を行った例＞

10

■原発言「〇〇」と、訂正する旨の発言「△△」の処理法

「先ほどの○○という言葉は間違いでしたので△△と訂正いたします」

①「〇〇」も「△△」も訂正する方法

「先ほどの○○という言葉は間違いでしたので△△と訂正いたします」とい

う訂正発言も削除して、もとの「○○」を「△△」と訂正する方法。

・訂正の発言を削除することは、事実をありのまま記載するという会議録の

使命を疎かにすることとなる。

＜訂正発言の処理方法＞

11
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➁「〇〇」も「△△」もそのままとする方法

訂正されるべき原発言部分をそのままにしておき、訂正する旨の発言部分も

そのままにしておいて、両方をあわせて読むことによって訂正の趣旨がわかる

ようにする、という方法。

・発言すべてをそのまま残すというので、会議録の使命には適っている。

・しかし、訂正する旨の発言を読まなかった場合には、間違った「○○」の

発言の形で理解されることが考えられる。

12

➂「〇〇」を「△△」に訂正し、訂正する旨の発言もそのまま残す方法

「○○」を「△△」に訂正しておいて、訂正する旨の発言もそのまま残して

おき、訂正したことがわかるようにする、という方法。

・初めの発言部分が訂正後になっており、その後に訂正する旨の発言が出て

くると、両者の発言を比較したときに矛盾が出る形になる。

13

吉川欽二氏は、「欄外注釈」という方法を積極的に考えるべきとしている。

・「欄外注釈」とは、「○○」の発言のところに「※」「(注)」なりを入れ、
そのページの欄外に「○ページに訂正発言あり」といった注釈を加える。

・会議録には本来このような編集的な要素は導入すべきではない、とされて

いるが、わかりやすい、正確な内容が伝わる会議録にする、という観点か

ら、このような方法も取り入れることが適当である、としている。

14

自治法平成18年改正（会議録の電磁的記録化）で、「議長は、書記長をして会議録を調製
し、」という文言が削除されている。

◎発言された言葉に一定の修正（訂正）を加える権利（整文権）が記録担当
者にあるか。

吉川欽二氏の見解
・議長は事務統理権に基づいて会議録を作成し、事務局が調整にあたる。
・この事務局の調整の中に「整文権」が含まれると考える。
・「話し言葉の書き言葉化」に伴って必然的に起こる問題に対して手当

を施さなければならない。
 句読点を打たなければならない
 漢字や仮名を当てなければならない
 言い誤りや言い直しが想定される 訂正

◎整文によって発言者の意思が正しく伝わり、会議録の正確性もより高まる。

（３）会議録調整過程での訂正(整文)

15
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＜整文の注意点＞ どこまで整文できるかの問題 整文法の基準作成

●発言どおりが原則

●整文は必要最小限にとどめる

●問題があれば手を加えない

 取消しの対象となっている発言

 議員が反応を示した発言

●発言者の確認をとる

●迷ったらやめよ

●常に中立公正の立場で行う

※ 会議録完成後に訂正の必要性が発覚した場合、単純明快な誤りであれば
正誤という方法もある。

16

・配布用会議録は、該当の言葉が訂正された言葉に置き換わるだけで、跡形は
何も残らない。

【北海道議会】
■原本は、当該箇所に下線を付して、その上に訂正前の発言を朱書きすると
ともに、欄外に「朱書きは訂正前の発言」と記載して担当者の印を押す。

■長文の訂正や取消しの場合は、別紙として原本と一緒に保管する。

【和歌山県議会】
■原本は、訂正された後の形で本文を記述し、当該箇所に下線を引く。かつ
同じページの欄外に丸括弧で（もとの発言は「○○」）と注釈を入れる。

■本会議で何かリアクションがあったとき（議事進行で指摘があったとか、
議長が会議で訂正処理を行った旨を報告したとか）には、同じく欄外に
（○○ページを参照）として、その指摘や報告があったページ数を記す。

５ 配布用会議録と原本の訂正方法の例

17

●議長の発言は議事整理権に基づくものであるので、取消し、訂正の場合も議
会の許可を得る必要はなく、自ら取消し、訂正を行えばよい。

●議長の宣告は、それと同時に確定力があるので、原則として取り消すことは
できない。ただし単純なミスであるなら、その場で直ちに変更して宣告する
ことはできる。

「散会いたします。」
「ただいまの宣告を取り消します。暫時休憩いたします。」
「暫時休憩いたします。」のみを記載

●当然なされるべき議長の宣告がなされなかったにも関わらず会議が進行した
場合、宣告の言葉は次第書にもあり、定式化された言葉なので、会議録に速
記された形で記載して差し支えない、とされている。

６ 議長発言の訂正

18

＜議会のデジタル化＞

・総務省 令和５年改正地方自治法解説（月刊地方自治令和５年７月号）

・都道府県議会デジタル化専門委員会（全国都道府県議会議長会）
「議会に係る手続等のデジタル化について」令和５（2023）年４月21日

・全国市議会議長会
「議会に係る手続等のオンライン化・デジタル化の具体的方法について」
令和６年３月

等

〈参 考〉

19
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Ⅰ オンライン議会
総務省の通知によって可能とされている手続きは下記のとおりである。

 １．委員会

●委員会については、令和２年４月30日及び令和５年２月７日の総務省行
政課長通知において、各団体の条例や会議規則等について必要に応じて
改正等の措置を講じた上で、委員会への出席が困難と判断される事情が
ある場合に、オンラインによる方法により、委員会に出席することは差
し支えないとされている。

●令和２年４月30日通知では、オンラインによる出席が可能な場合として
「新型コロナウイルス感染症のまん延防止措置の観点等から委員会の開
催場所への参集が困難と判断される実情がある場合」を挙げていたが、
令和５年２月７日通知では「災害の発生や、育児・介護等の事由」があ
る場合も、「各団体の判断で、オンラインによる方法での委員会への出
席を可能とすることも差し支えない」とした。

21

２．本会議

●地方議会における本会議について、令和２年４月30日の総務省行政課長
通知では、地方自治法第113条及び第116条第１項における「出席」は、
現に議場にいることと解されるとし、オンラインによる出席は認められ
ていない。

●令和５年２月７日の総務省行政課長通知では、本会議に出席が困難な事
情を抱える議員がおり、欠席事由に該当する場合は、各団体において所
要の手続（条例や会議規則、要綱等の根拠規定の整備や議決又は申し合
わせ等）を講じた上で、出席が困難な事情により議場にいない欠席議員
がオンラインによる方法で、団体の事務全般について執行機関の見解を
ただす趣旨での「質問」をすることは差し支えないとした。

22

＜オンライン議会導入にあたっての留意事項＞

①原則はあくまで通常手続き（参集方式）であること
②オンライン手続きの導入は段階的に行うこと
③安全性の確保に万全を期すること
④定足数に対する配慮
⑤表決方法に対する配慮
⑥具体的な運営方法の明確化

３．参考人

●参考人については、地方自治法第115条の２第２項で「出頭を求め」と規
定されているが、令和４年６月10日の総務省行政課長通知において、
「新型コロナウイルス感染症対策として行う場合に限らず、映像と音声
の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができ
る方法により、意見聴取を行うことは差し支えない」とした。

※ 協議調整等の場

●オンライン化とは、インターネット等のコンビュータネットワークを利
用する方法を使用可能とすることをいう。

●法令では「電子情報処理組織（コンピューター同士をインターネットで
接続したもの）を使用する方法」等の用語が用いられる。電子情報処理
組織とはコンピューター同士をインターネットで接続したものをいう。

●デジタル化はオンライン化の前提となるものである。
オンライン化にはメールによるデータのやり取りも含まれる。

●デジタル手続法の制定（平成14年制定・令和元年改正）
法令の規定に基づく行政機関への申請や行政機関が行う処分通知
等はオンラインにより行うことが可能となった。

Ⅱ 平成５年自治法改正までの議会のデジタル化・オンライン化

23
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●一方、地方議会は、デジタル手続法に規定する「行政機関」から除かれ
ている。

●そのため、地方自治法に基づく住民の議会に対する請願書の提出や、議
会から国会に対する意見書の提出など、行政機関等が関わらない手続に
ついては、デジタル手続法の対象外であることから、これらをオンライ
ンにより行うことはできなかった。

情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（「デジタル行政推進法」）

（定義）

第３条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによる。

二 行政機関等次に掲げるものをいう。

ハ 地方公共団体又はその機関（議会を除く。）

24

＜デジタル手続法によって可能とされた議会が関係する手続＞

議会 → ※ 関係行政庁意見書の提出第99条

長 → 議会予算又は事務に関する説明書の提出第122条

長 → 議会
議会の議決を経べき事件につき議案
の提出

第149条第１項第１号

知事等 → 議会

財務に関する事務等の適正な管理及
び執行を確保するための方針とこれ
に基づき整備した体制について評価
した報告書の提出

第150条第６項

長 → 議会予算に関する説明書の提出第211条第２項

長 → 議会
決算に係る会計年度における主要な
施策の成果を説明する書類等の提出

第233条第５項

長 → 議会基金の運用状況を示す書類の提出第241条第５項

長 → 議会

第221条第３項の法人の経営状況、
信託契約の信託状況を説明する書類
の提出

第243条の３
第２項
第３項

※デジタル庁、
文部科学省、
厚生労働省及
び農林水産省
では、受付用

メールアド
レスを定め
ている。

※ LGWANを使う
ことを前提と
しているため、
電子署名を要
件とはしてい
ない。

25

※会議録の長への送付については、会議録が書面をもって作成されている場合の写しの提出を、デジ
タル手続法に基づき、オンラインで提出することは可能であった。電磁的記録はデジタル手続法適
用対象外

＜地方制度調査会答申＞

「多様な人材が参画し住民に開かれた地方議会の実現に向けた対応方策に
関する答申」令和４年12月28日

○議会に関連する手続のオンライン化
議会が関わる法令上の手続には、書面等により行うことが求められ

ているものがあるが、「情報通信技術を活用した行政の推進等に関す
る法律」により、議会と行政機関等との間で行われるものについては、
原則として、既に、オンラインにより行うことが可能とされている。
他方、住民の議会に対する請願書の提出や、議会から国会に対する

意見書の提出など、住民と議会、議会と国会等の間で行われる法令上
の手続は、同法の適用対象外とされている。多様な住民が議会に関わ
る機会を広げる観点や、議会運営の合理化を図る観点から、これらの
手続についても、一括して、オンラインにより行うことを可能とする
べきである。

Ⅲ 平成5年自治法改正による議会のデジタル化・オンライン化

26

全国都道府県議会議長会「議会に係る手続のオンライン化の考え方について」
2023年5月22日版

●今回の地方自治法改正は、地方自治法の規定に基づく通知（申請等、処分
通知等のいずれかに当たる手続）のうちデジタル手続法の対象外とされて
いたものについて、デジタル手続法同様のオンライン化を可能とするもの。

＜令和５年地方自治法改正＞
令和５年５月８日公布、令和６年４月１日施行（一部を除く)

27
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＜議会手続きのオンライン化の地方自治法通則条文＞

第138条の２ 議会等に対して行われる通知のうちこの章（第100条第15項を除く。）の規定

において文書その他の人の知覚によつて認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物（次項において「文書等」という。）により行うことが規定されているもの（情

報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第七条

第一項の規定が適用されるものを除く。）については、当該通知に関するこの章の規定に

かかわらず、総務省令で定めるところにより、総務省令で定める電子情報処理組織（議会

等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項及び第四項において同じ。）

とその通知の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。以下この条において同じ。）を使用する方法により行うことができる。

②議会等が行う通知のうちこの章（第百二十三条第四項を除く。）の規定において文書等に

より行うことが規定されているもの（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律

第六条第一項の規定が適用されるものを除く。）については、当該通知に関するこの章の

規定にかかわらず、総務省令で定めるところにより、総務省令で定める電子情報処理組織

を使用する方法により行うことができる。ただし、当該通知のうち第九十九条の規定によ

るもの以外のものにあつては、当該通知を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方

法により受ける旨の総務省令で定める方式による表示をする場合に限る。

28

根拠規定
(地方自治法)

オンライン化根拠規定
(地方自治法)手続の内容当事者

第109条第６項第138条の２第１項
委員会による議案の提出
(団体意思決定及び第７項
に係るもの)

委員会→議会

第112条第１項第138条の２第１項
議員による議案の提出
(団体意思決定及び第３項
に係るもの)

議員→議会

第124条第138条の２第１項請願書の提出請願者→議会

＜法第138条の２第１項により可能となるオンライン手続＞

●第１項では、地方自治法第６章議会中、議会等に対して行われる通知の
うち文書等により行うこととされているものについて、地方自治法第６
章(議会)の規定にかかわらず、一括してオンラインによる方法で行うこ
とができることとしている。

※ 政務活動費に係る収入及び支出の報告書の電磁的記録による提出は第100条第15項

を根拠とする。

29

＜法第138条の２第２項＞

●第２項では、議会等が行う通知のうち文書等により行うこととされてい
るものについて、地方自治法第６章（議会）の規定にかかわらず、一括
してオンラインによる方法で行うことができることとしている。

●ただし、議会等が行う通知については、国会に対する意見書を除き、通
知を受ける者がオンラインによる方法で通知をすることに同意している
ことを要求している。(第２項ただし書)

●国会に対する意見書が除かれているのは、各議会がそれぞれ国会に対し
同意を求めることを避け、統一した方法を採用するためである。

※ 会議録が電磁的記録をもって作成されている場合の長への会議結果
報告は、第123条第４項を根拠とする。

30

根拠規定
(地方自治法)

オンライン化根拠規定
(地方自治法)

手続の内容当事者

第99条第138条の２第２項意見書の提出(国会宛)議会→国会

第118条 第１
項後段及び第
６項

第138条の２第２項

議会における選挙の投
票の効力の異議に係る
決定書の交付

議会→議員、被選挙人等

第127条 第１
項及び第３項

第138条の２第２項
議員の資格決定に係る
決定書の受付

議会→議員

第137条第138条の２第２項欠席議員に対する招状
の発出

議長→議員

＜法第138条の２第２項により可能となるオンライン手続＞

31
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＜法第138条の２の留意事項＞

●第138条の２の議会のオンライン手続を可能とする規定は、各議会に対
し、各議会の判断により、これらの手続をオンラインによる方法で行
うことを可能とする権限を与えるものであり、全ての議会に対し、オ
ンラインによる手続を整備する義務が課されるものではない。

●議会に対する住民からの請願書の提出（第124条）といった、文書等に
よる手続を求めた規定は存置されており、議会がオンラインによる手

続を整備したとしても、住民が従来通り、文書等による手続を求めた

場合には、議会がこれを拒むことはできない。

●第１項及び第２項の対象から、政務活動費の収支報告に関する地方自
治法第100条第15項と会議録の長への送付に関する第123条第４項が除
外されているが、これは、本条によらず、各条の改正によりオンライ
ン化への対応を手当てしていることによるものである。

32

地方自治法施行規則
第12条の２の８ 地方自治法第138条の２第２項の規定により電子情報処理組織を

使用する方法により国会に対して同法第99条の規定による通知を行う議会は、
衆議院事務局又は参議院事務局がそれぞれ指定する方法により当該通知を行つ
た議会を確認するための措置を講じなければならない。

●地方議会が関係行政庁に対してオンラインで意見書を提出することは、

デジタル手続法において可能であった。

●改正地方自治法第138条の２第２項の規定により国会に対し意見書をオ

ンラインで提出することが可能となった。

●オンラインで国会に意見書を提出するには、衆議院事務局又は参議院

事務局がそれぞれ指定する方法により提出議会を確認するための措置

を講じることが必要とされている。

Ⅳ 意見書の国会への提出

33

①Ａ４判横書きのＰＤＦファイルとし、意見書１件ごとに１つのファイルと

する。ＰＤＦ以外のファイル形式は受領できない。

➁意見書１件ごとに、地方公共団体組織認証基盤（ＬＧＰＫＩ）が発行する
議長名義の職責証明書による電子署名を付す。署名画像が入る場合につい

ては、意見書本文に重ならないようにする。

➂ファイル名は「（○○県○○議会）○○○意見書」とする。意見書の件名

が長い場合、適宜要約したファイル名にする。

➃以下のアドレスに、意見書のＰＤＦファイルを添付して送信する。

（衆議院）jichiho99-ikensho@shugiin.go.jp

（参議院）san_99ikensho@sangiin-sk.go.jp

➄電子メールの件名は「（意見書提出）○○県○○議会」とする。

➅電子メールは地方公共団体の公式ドメインから送信する。

＜衆参両院事務局からの要請＞

34

①地方自治法第124条に規定される議員の紹介について、オンライン化した場

合どのような手続とすることが考えられるか。

➁「議員の紹介」の際、議員の署名又は記名押印を要件とする場合、オンラ

インではどのような手続とすることが考えられるか。

➂請願書の提出の際、請願者の署名又は記名押印を要件とする場合、オンラ

インではどのような手続とすることが考えられるか。

地方自治法施行規則
第12条の２の４
２ 前項の規定により通知を行う者は、入力する事項についての情報に電子署名

（略）を行い、当該電子署名を行つた者を確認するために必要な事項を証する

電子証明書（略）と併せてこれを送信しなければならない。ただし、議会等の

指定する方法により当該通知を行つた者を確認するための措置を講ずる場合は、

この限りでない。

Ⅴ 請願の提出
＜オンライン化の課題＞

35
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 地方自治法施行規則第12条の２の４第２項についての総務省の説明は次のとおりである。
◆議会に対しオンラインにより通知を行う際の本人確認ついて、同規則第２項は、なり

すましや改ざん等を防止するため電子署名等を求めることを原則とした。
◆ただし、議会等が、各手続の特性や利用者の利便性を総合的に勘案して、電子署名等

以外の方法によってオンラインによる本人確認を行うことも可能としている。
◆本人確認措置としてどのようなものを求めるかは、各議会の判断に委ねられるところ

であるが、令和５年地方自治法改正法において、電子署名等に係る地方公共団体情報
システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）を改正し、マイナン
バーカードの電子証明書の有効性を判断できる団体として議会を追加した（令和５年
改正法附則第15条）趣旨も踏まえ、電子署名等を求めることを原則としたものである。

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律
（署名検証者等に係る届出等）
第十七条 次に掲げる者は、署名利用者から通知された電子署名が行われた情報について当

該署名利用者が当該電子署名を行ったことを確認するため、機構に対して次条第一項の
規定による同項に規定する保存期間に係る署名用電子証明書失効情報の提供及び同条第
二項の規定による同項に規定する保存期間に係る署名用電子証明書失効情報ファイルの
提供を求めようとする場合には、あらかじめ、機構に対し、主務省令で定めるところに
より、これらの提供を求める旨の届出をしなければならない。

二の二 地方公共団体の議会

＜地方自治法施行規則第12条の２の４の説明＞ マイナンバーカードの活用

36

○ 総務省は、議員の紹介の具体的な方法は、各議会において定められるものであるが、
例えば、住民から議会に請願をオンラインで行う際に、紹介議員を明示させることと
し、後日、議会から紹介議員に確認するといった取扱いがあり得ると考えられる、と
している。

「地方自治令和５年７月号」

○ 全国市議会議長会は、請願者と議会との間の手続をオンライン化する場合でも、請願
者と紹介議員、紹介議員と議会との間の手続については、対面等で行うことも可能で
す、としている。

全国市議会議長会

「議会に係る手続等のオンライン化・デジタル化の具体的方法について」
令和６年３月

＜電子署名以外の議員の紹介方法＞

●地方自治法施行規則 第12条の２の４は、電子署名等を求めることを基本
としつつ、ただし書きにおいて、議会等が、各手続の特性や利用者の利便
性を総合的に勘案して、電子署名等以外の方法によってオンラインによる
本人確認を行うことも可能としている。

37

改正規則による改正後の地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第12条の２の４

第２項ただし書きに規定する通知を行った者を確認するための措置は、主体認証（※１）に

よる確認のほか、アクセスログ（アクセス情報）、電子メール送付等のプロセスの記録を活

用した確認（※２）なども考えられるが、各通知の主体や性質等を総合的に勘案し、本人か

らの通知であることを確認することができる方法とすること。

（※１）主体認証とは、本人しか知り得ない情報（パスワード等）、本人のみが所有す

る機器等（ＩＣカード等）、本人の生体的な特徴（指紋等）により当人認証を行う

手法の総称のこと（「行政手続におけるオンラインによる本人確認の手法に関する

ガイドライン」（平成31年２月25日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決

定）より）。

（※２）アクセスログ、電子メール送付等のプロセスの記録を活用する間接的な確認方

法とは、システムやネットワークなどのアクセスログを確認することや、メールア

ドレスのドメインを確認すること、電子メールのやりとりの中で特定の者しか知り

得ないことを確認すること、継続したやりとりの内容に矛盾がないことを確認する

こと等を指す。

総行行第39号 令和６年１月19日 総務省自治行政局行政課長 発出
「地方自治法施行規則等の一部を改正する省令の公布に伴う議会に関連する手続のオンライ
ン化に係る運用上の留意事項について（通知）」

＜署名又は記名押印に代わる証明方法＞

38

◆継続的な関係がある者のｅメールアドレスや既登録ｅメールアドレスから
の提出

◆本人であることが確認されたｅメールアドレスからの提出（本人であるこ
との確認には別途本人確認書類のコピー等のメール送信を求めることなど
が考えられる）

◆ＩＤ／パスワード方式による認証

◆本人であることを確認するための書類（マイナンバーカード、運転免許証、
法人の登記書類、個人・法人の印鑑証明書等）のコピーや写真のＰＤＦで
の添付

◆署名機能の付いた文書ソフトの活用（電子ペン等を用いたＰＤＦへの自署
機能の活用等）など

※ 市議会議長会は、請願の提出にあたり、署名簿が添えられることもあるが、署名簿を
ＰＤＦ化してオンラインにより提出する方法のほか、署名簿の量が多い場合は、部分
オンライン(部分的にオンライン規定を適用しない)の規定を適用して署名簿のみ文書
で提出することも考えられる、としている。

※ 請願提出者の便宜性向上と内容の真正性との兼ね合いが重要

＜具体的には＞

39
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地方自治法100条

⑮ 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政

務活動費に係る収入及び支出の状況を書面又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）をもつて議長に報告する

ものとする。

〈参考……旧法〉

⑮ 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政

務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。

※ 改正によって「報告書」の文言が削除されており、書面の作成を求めていない。

デジタル手続法の適用対象にならない。

したがって、この条文が収支報告書のデジタル・オンライン化の根拠条文となる。

Ⅵ 政務活動費収支報告書の提出

●総務省は、令和５年地方自治法改正により、政務活動費に係る収入及び支出の状況の報告

を電磁的記録をもって行うことも可能となることから、必要に応じて、条例等の改正を行

われたいこと、としている。 電磁的記録での提出に対応する必要

40

「地方自治法の一部を改正する法律の施行後の政務活動費に係る収入及び支出の状況の報告に
ついて」 総務省の回答を基に作成 全国都道府県議会議長会 令和５年10月４日

●政務活動費に係る収入及び支出の状況の報告について、条例により、書面又は電磁的記録
のいずれか一方による報告のみを認め、それ以外の方法による報告を禁止することは許さ
れないと考えられる。

●改正前の地方自治法第100条第15項は、政務活動費に係る収支報告書を提出することを義
務付けた上で、その具体的な提出方法等の細目を条例に委任する規定である。そのため、
現行の政務活動費条例において、「収支報告書」を「提出しなければならない」などと規
定されている場合であっても、それは、政務活動費に係る収支報告書を書面で提出する場
合の具体的な手続等を規定しているものにすぎず、条例自体に電磁的記録によって収支の
状況を報告することを禁止する趣旨があるとは解されない。

●したがって、電磁的記録による報告を可能とする改正法の施行後に現行の政務活動費条例
を改正しなかったとしても、電磁的記録による報告の具体的手続等が定められていない状
態になるにすぎず、そのことをもって直ちに当該条例が違法となるものではない。

●なお、電磁的記録による報告の具体的手続等が定められていない場合であっても、議員又
は会派の代表者から、電磁的記録による報告があった場合には、議長は、これを拒むこと
はできない。また、具体的手続が定められていない以上、電磁的記録による報告の方法に
ついては、議員又は会派の代表者に委ねられることとなる。

41

＜会議録のデジタル・オンライン化の根拠条文＞

法第123条

③ 会議録が電磁的記録をもつて作成されているときは、議長及び議会において定めた二
人以上の議員が当該電磁的記録に総務省令で定める署名に代わる措置をとらなければ
ならない。

④ 議長は、会議録が書面をもつて作成されているときはその写しを、会議録が電磁的記
録をもつて作成されているときは当該電磁的記録を添えて会議の結果を普通地方公共
団体の長に報告しなければならない。

Ⅶ 会議録の電磁的記録化

42 43

●「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認
識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報
処理の用に供されるものをいう。（法100条第15項）

●「電磁的記録」とは、作成（電子化）だけでなくデジタルデータとして記録
されていることが必要

●改正前は、会議録の長への送付について、会議録が書面をもって作成されて
いる場合は写しをデジタル手続法に基づきオンラインで提出することが可能
であった。電磁的記録の場合は「磁気ディスクを添えて」とし、手段が特定
されていたので、デジタル手続法の適用対象外だった。

●改正によって、会議録が電磁的記録をもって作成されている場合の議長によ
る長に対する会議の結果の報告について、当該電磁的記録を添えることが義
務付けられた。
※ 電磁的記録のオンライン送付またはＵＳＢメモリなどに格納して添付

●会議録への電子署名の方法が特定されていることに注意。
総務省令で定める電子署名
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第123条 議長は、事務局長又は書記長（書記長を置かない町村においては書記）に書面又
は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができ
ない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい
う。以下この条及び第234条第５項において同じ。）により会議録を作成させ、並びに会
議の次第及び出席議員の氏名を記載させ、又は記録させなければならない。

２ 会議録が書面をもつて作成されているときは、議長及び議会において定めた２人以上の
議員がこれに署名しなければならない。

３ 会議録が電磁的記録をもつて作成されているときは、議長及び議会において定めた２人
以上の議員が当該電磁的記録に総務省令で定める署名に代わる措置をとらなければなら
ない。

４ 議長は、会議録が書面をもつて作成されているときはその写しを、会議録が電磁的記録
をもつて作成されているときは当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面又は当
該事項を記録した磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録する
ことができる物を含む。）を添えて会議の結果を普通地方公共団体の長に報告しなけれ
ばならない。

＜参 考……改正前条文＞

44

《地方議会に関する地方自治法の解釈等について》
〔総務省自治行政局行政課長 平成30年４月25日〕

○ 地方自治法第123条に係る取組について

地方自治法第123条の規定により、地方議会は書面又は電磁的記録をもって会議録

を作成しなくてはならないこととされています。これは、住民の求めに応じて閲覧

させることなどにより、議事公開の原則を全うすることを趣旨とするものです。

議会活動の透明性向上の観点から、会議録については、速やかに作成するととも

に、住民が閲覧しやすい環境に置くことが重要と考えられます。音声認識技術の活

用により会議録作成に係る作業の効率化が図られている事例等も参考にしつつ、会

議録のホームページ上での公開等に積極的に取り組んでいただくようお願いします。

＜参 考＞

45

地方自治法施行規則
第12条の２の２ 地方自治法第123条第３項の総務省令で定める措置は、総務省関係法令に
係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則（平成十五年総務省令
第四十八号）第２条第２項第１号に規定する電子署名とする。

総務省関係法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則
（定義）
第２条 この省令において使用する用語は、特段の定めがある場合を除くほか、情報通信

技術活用法において使用する用語の例による。
２ この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 電子署名 次に掲げるものをいう。
イ 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

（平成十四年法律第百五十三号）第２条第１項又は電子署名及び認証業務
に関する法律（平成十二年法律第百二号）第２条第１項に規定する電子署名

ロ 政府認証基盤（行政機関の長その他の国家公務員の職を証明することその
他政府が電子情報処理組織を使用して手続を行い、又は行わせるために運
営するものをいう。）の官職証明書に基づく電子署名

ハ 地方公共団体組織認証基盤（行政機関の長その他の地方公務員の職を証明
することその他地方公共団体が電子情報処理組織を使用して手続を行い、
又は行わせるために運営するものをいう。）の職責証明書に基づく電子署名

＜総務省令で定める電子署名とは＞

46

電子署名及び認証業務に関する法律

（定義）

第２条 この法律において「電子署名」とは、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）に記録することができ

る情報について行われる措置であって、次の要件のいずれにも該当するものをいう。

一 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのもの

であること。

二 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるもの

であること。

（定義）

第２条 この法律において「電子署名」とは、電子署名及び認証業務に関する法律（平成

十二年法律第百二号）第２条第１項に規定する電子署名であって、主務省令で定める

基準に適合するものをいう。

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律

47
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●実際に議会が取扱うことが想定される電子署名としては、地方公共団体情
報システム機構が運営する公的個人認証サービス（いわゆるマイナンバー
バーカードを使用した電子署名）が考えられる。

●公的個人認証サービスとは、マイナンバーカードのＩＣチップに搭載され
た電子証明書を利用して、オンラインで利用者本人の認証や契約書等の文
書が改ざんされていないことの確認を公的に行うための安全・確実な本人
確認を行うためのサービスである。

●令和５年の地方自治法改正において、電子署名等に係る地方公共団体情報
システム機構の認証業務に関する法律(平成一四年法律第一五三号)が改正
され、マイナンバーカード電子証明書の有効性を確認できる者として地方
公共団体の議会が追加された。

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律
（署名検証者等に係る届出等）
第17条 次に掲げる者は、（中略）これらの提供を求める旨の届出をしなければな

らない。
二の二 地方公共団体の議会

＜電磁的記録による会議録への電子署名＞

48

＜マイナンバーカードで電子署名を行う手順＞

STEP１：マイナンバーカードの取得
署名用電子証明書と利用者証明用電子証明書の2種類の暗証番号を設定。

STEP２：ＩＣカードリーダライタの用意
公的個人情報認証サービスに対応しているＩＣカードリーダを用意する。
ちなみに、Androidスマートフォンの場合、スマートフォンとwindowsＰＣそれ

ぞれに公的個人認証利用者ソフトをダウンロードすることで、スマートフォンを
ＩＣカードリーダとして使用することができる。

STEP３：必要なソフト・アプリのインストール
マイナンバーカードを読み込み、電子署名を実行するための公的個人認証利用

者ソフト（利用者クライアントソフト）をインストールする。
公的個人認証利用者ソフトは、地方公共団体情報システム機構公的個人認サー

ビスポータルサイトなどでwindows、Mac版それぞれがダウンロード可能。

STEP４：電子署名の実行
上記手順を進めることで電子署名の実行を行える環境となる。あとはソフトの

手順に従って電子署名を実行する。 一般的にはＰＤＦに電子署名を付与する。

49

●マイナンバーカードによる方法の外、電子署名・電子契約サービスを提供する事業者が
第三者として、その電磁的記録に電子署名を付与することにより、本人確認を行う方法
もある。

●事業者により提供されている電子署名サービスには、電子署名法第２条第１項の電子署
名と判断されているものもある。
※ 電子署名法第２条第１項と判断される事業者については、デジタル庁ＨＰ「グレー

ゾーン解消制度に基づく回答」参照

●事業者署名型で電子署名を行う際は、クラウドサービスへのログイン（２要素認証を含
む）とメール認証の組合せで本人確認をおこなうことが一般的。
※ ２要素認証

会員制Ｗｅｂサイトにログインする際に、パスワードで認証(知識要素)を行い、
その認証後に手持ちのスマホに送付されるワンタイムコードを入力して認証(所有
要素)する。

※ 電子署名には有効期限があることに注意 タイムスタンプの活用
公的個人認証サービスで使用する電子証明書の有効期間は、電子証明書発行の日

から５回目の誕生日まで【タイムスタンプとは、タイムスタンプに刻印されている時刻以
前にその電子文書が存在していたこと（存在証明）と、その時刻以降に当該文書が改ざんさ
れていないこと（非改ざん証明）を証明する技術的な仕組み】

＜マイナンバーカード以外による電子署名＞

50

●会議録を電磁的記録化する場合、どのようなファイル形式にすべきか、という問題につい
て、総務省は考え方を示しておらず、各議会に委ねる方針である。 署名対象としては
ＰＤＦが一般的

●諸外国において議会に関する文書をデジタル化する場合、一つのシステムに依存すること
のない「オープンな」文書形式であるＸＭＬ（Extensible Markup Language）を採用して
いる例がある。

●ただし、ＸＭＬに対する「知識および訓練の不足」や「適切な作成・編集用のソフトウェ
アを見つける難しさ」などもあって、実際の運用には課題が多いようである。

＜電磁的記録による会議録のファイル形式について＞

※ 会議録を分析している研究者から指摘されたホームページ掲載会議録の問題点
収集した会議録をデータベースへ登録するために必要となるデータ整理における問題点につい

て、発言の抽出、発言者の抽出、発言者の名寄せの３つの観点から述べた。
今後、会議録の収集対象範囲を広げつつ、将来にわたってデータの収集と整理を続けるために

は、収集からデータベースへの登録に至るまでの処理をプログラムによって自動化することが望
ましい。しかしながら、フォーマットが不統一で、構造化されていないテキストデータを対象に
した自動処理には解決困難な問題が多数存在することが明らかになった。解決方法の検討を進め
るためには、問題点の所在を明らかにし、共有することが肝要である。今後、解決に向けた検討
を進めたい。

「地方政治コーパスにおける都道府県議会会議録パネルデータの基礎分析」
高丸圭一氏（宇都宮共和大学）他

51
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●会議規則や規程、要綱等で定められている手続については、各議会の定めや運用によると
ころが大きい。個々の手続について、どのようにデジタル化ができるか検討を行い、必要
に応じて会議規則等の改正を行っていくことが求められる。

【会議規則や規程、要綱等で定められている手続の例】
・発言通告書
・委員会報告書
・少数意見報告書
・委員の派遣承認要求書
・議事日程の配布
・欠席届
・会議録の配布
・公聴会で意見を述べようとする者の申出書
・傍聴券や傍聴証／章類 等

●法令上、オンライン化が認められていない手続が残っている。 ⇒ 法律上の手続き
・本会議における選挙
・本会議の出席、質疑、討論、表決

Ⅷ 会議規則や規程、要綱等で定められている
手続のデジタル化・オンライン化

52 53

＜地方制度調査会答申＞ 令和４年12月28日
「多様な人材が参画し住民に開かれた地方議会の実現に向けた対応方策に
関する答申」

議会に関連する手続のオンライン化
住民の議会に対する請願書の提出や、議会から国会に対する意見

書の提出など、住民と議会、議会と国会等の間で行われる法令上の
手続は、同法の適用対象外とされている。多様な住民が議会に関わ
る機会を広げる観点や、議会運営の合理化を図る観点から、これら
の手続についても、一括して、オンラインにより行うことを可能と
するべきである。

Ⅸ 議会デジタル化の目標

＜地方制度調査会が唱えるデジタル化・オンライン化のメリット＞
 多様な住民が議会に関わる機会を広げる観点
 議会運営の合理化を図る観点

54

●請願のオンライン提出
・電子署名に代わる証明方法をどのように設定するかによって、証明に対する請願者の負
担が変わる。

・オンライン化のメリットを発揮するためには、紙をＰＤＦ化してメールで送るという方
法から、電子請願システムを構築して、デジタルの世界で本人確認、紹介議員の確認、
請願の提出を可能とする方向に進むべきではないか。

郵送やファックスを可としている例
・議会に関する通知については請願だけでなく、マイナポータルのぴったりサービスのよ
うに、デジタルファースト（個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する）を
目指すべきである。

●会議録の電磁的記録化
・電磁的記録とするメリットは、紙の会議録を保管する物理的スペースの節約である。
・しかし、議会の公式文書として永年保管される会議録を、技術的な変革が著しいデジタ
ルの世界に置くことは、議会事務局としては不安である。

・方向としては、紙か電磁的記録か、という二者択一ではなく、電磁的記録も原本として
認めるという柔軟な思考が必要なのではないか。

・もし災害などにより紙の原本が焼失した場合は、何らかの方法で署名の真正性を確保し
た電磁的記録で保管した会議録を原本として認めることを検討すべきである。

＜デジタル化・オンライン化のメリット、デメリット＞

・2002年７月、下院情報委員会（House of Commons Information Committee）は、「デ
ジタル技術：議会と国民のための活動」と題する報告書を公表した。

①議員や委員会への市民のアクセシビリティを高めること

②議会のあらゆる側面において、議員やそのスタッフ、議会スタッフの専門性を拡充
すること

③政治や議会のプロセスから伝統的に除外された人々を含め、議会活動における市民
参加を拡充すること

④議会が公開性の価値を認識し、ＩＣＴにより、市民が議事録等にできるだけアクセ
スできるようにすること

⑤英国内外の議会、政府によるＩＣＴ利用のよい実践例を共有、発展させ、他の機関
と協力していくこと

○ 今後の目標の参考として、イギリス議会の掲げる目標を紹介する。

○ 議会のデジタル化・オンライン化に関する今回の改正は、最初の一歩を踏み出したに
すぎない。

「議会の情報発信と情報通信技術（ＩＣＴ）―国際的動向と英国の事例を中心に―」
海外立法情報調査室 武田美智代氏 レファレンス平成21年４月号
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◆地方自治法第123条
議⾧は、事務局⾧又は書記⾧（書記⾧を置かない町村においては
書記）に書面又は電磁的記録により会議録を作成させ、並びに会
議の次第及び出席議員の氏名を記載させ、又は記録させなければ
ならない。

※会議録とは?
※会議録作成の目的は?

1 会議録はなぜ作成しなければならないの?

【参考】
◇地方自治法第109条

普通地方公共団体の議会は、条例で、常任委員会、議会運営委
員会及び特別委員会を置くことができる。

◇標準委員会条例（県と町村＝第27条 市＝第30条）
委員⾧は、職員をして会議の概要、出席委員の氏名等必要な事
項を記載した記録を作成させ、これに署名又は押印〈町村は「記
名押印」〉しなければならない。

2 ◆なぜ議会という面倒くさいシステムをとっているのか
二元代表制の意義
幅広い意見をできるだけ取り入れる
数で押し切るのは議会の自殺行為

◆意思決定までのプロセスを明らかにする
多数決の意味
衆人環視の場で論点を明らかにする

◆会議録の公開は、傍聴など「議会公開の原則」を補うもの
誰でも見る気になれば見られる環境の提供
◇地方自治法第115条

普通地方公共団体の議会の会議は、これを公開する。但し、議
⾧又は議員３人以の発議により、出席議員の３分の２以上の多
数で議決したときは、秘密会を開くことができる。

3
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◆会議録の法的根拠は地方自治法第123条
議会の根拠法令は憲法第93条、地方自治法第89条
◇憲法第93条

地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関
として議会を設置する。

◇地方自治法第89条
普通地方公共団体に、その議事機関として、当該普通地方公共
団体の住民が選挙した議員をもつて構成される議会を置く。

◆「会議」と「会議録」の意味
「議事録」ではなく「会議録」

4

１．正確に作成する
● ミスの数と質
・イージーミス削減には「単語登録」機能を使う。

《例》ということ ⇒ とと」 和歌山県議会 ⇒「わけぎ」
減少 ⇒「げし」 現象 ⇒「げぞ」
会議 ⇒「かいぎ」 開議 ⇒「ひらぎ」

・重いミス（致命的ミス）を減らすには、意味をしっかり考えて
《例》和歌山県では人口が減少していないんですよ、若者は。

会議録作成の心構え5

２．中立の立場で作成する（客観的な立場）
● 発言にできるだけ忠実に。勝手に発言をさわらない

《例》私は保田さんと会いました。⇒ 私はＹさんと会いました。
海外旅行のような視察はやめるべき。⇒ 視察はやめるべき。
どこの馬の骨か分からん。⇒ どこの誰か分からん。
2024年度予算について ⇒ 令和6年度予算について

● 現在の歴史検証は文書中心だが、残されている文書は、勝者の側
から書かれたものが多い（歴史の教科書が次々と改訂されている）

6 ３．永久保存されることを意識する
● ずっと後の時代の人が読んで分かるように
● 会議録は、将来の歴史学上、第一級の史料となる

◇標準会議規則（市＝第89条）（参考規定）
会議録の保存年限は、永年とする。

◇議員・職員のための議会運営の実際〈地方議会研究会編著〉
保存年限について、（略）会議録の性格上、永年であることは
いうまでもありません。

7
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１. 発言の記録（速記・録音）
２. 反訳（手書き・キー入力・音声認識）
３. 第１校（録音との照合）
４. ミスの訂正（業者 or 事務局）
５. 第２校（通読）※場合により３校も
６. ミスの訂正（業者 or 事務局）
７. 編集
８. 印刷・ネット公開
９. 配布

※録音照合の回数は、反訳体制によって異なる

会議録作成の標準的な工程8

和歌山県は、日本の最南端に位置する、南北に⾧い県土です。南方
熊楠や5代将軍・徳川吉宗などの偉人を輩出しました。高齢者対策
としての「紀の国いきいき百人委員会」の設置、「紀の国森づくり
条例」の制定など、独自の施策も実施してきました。2018年には串
本町にロケット打ち上げ射場「スペースボート紀伊」がキャノン電
子など4社の出資によって設置されました。兵庫県議会での「斎藤
元彦兵庫県知事に対する辞職勧告決議」の可決、大谷翔平選手の
50-50達成、自民党総裁選挙なども世間の話題になりましたが、和
歌山県からのロケット発射が成功するのはいつか、県民にとっては
大変興味のあるところです。

※固有名詞、法令名、事実の確認などが必要となる。

調査・校閲のポイント9

◆標準会議規則の規定（県と町村＝第124条 市＝第85条）
１ 開会及び閉会に関する事項並びにその年月日時
２ 開議、散会、延会、中止及び休憩の日時
３ 出席議員〈市と町村は「出席」〉及び欠席議員の氏名（第61条

の２の規定により質問した議員とそれ以外の議員とを分けて記
載すること。）〈市と町村は丸括弧書き部分なし〉

４ 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名
５ 説明のため出席した者の職氏名
６ 議事日程
７ 議⾧の諸報告

会議録に記載する事項10 ◆標準会議規則の規定（県と町村＝第124条 市＝第85条）
８ 議員の異動並びに議席の指定及び変更
９ 委員会報告書及び少数意見報告書

10 会議に付した事件
11 議案の提出、撤回及び訂正に関する事項
12 選挙の経過
13 議事の経過
14 記名投票における賛否の氏名
15 その他議⾧又は議会において必要と認めた事項

11
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◆記載の例
午後１時開会・開議

〇議⾧ ただいまから令和６年２月定例会を開会いたします。
この際、開議に先立ちまして、令和６年能登半島地震により亡くな

られた方々の御冥福を祈るため、黙禱をささげたいと存じます。
御起立願います。

〔起立〕
〇議⾧ 黙禱。

〔黙禱〕
〇議⾧ 黙禱を終わります。御着席願います。

これより本日の会議を開きます。
日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

12 ◆記載の例
午前10時０分

〇議⾧ 開会に先立ちまして、令和６年能登半島地震により亡くな
られた方々の御冥福をお祈り申し上げるとともに、被災された方々
に心からお見舞い申し上げます。

午前10時１分開会・開議
〇議⾧ ただいまから令和６年２月定例会を開会いたします。

これより本日の会議を開きます。
日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

〇議⾧ ただいまから令和６年２月定例会を開会し、直ちに本日の
会議を開きます。

13
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第76回全国議事記録議事運営事務研修会

≪ 参加者による事例紹介 ≫

北海道議会における事例

～ 音声認識を活用した原稿作成の課題 ～

北海道議会事務局議事課議事係（速記）

専門主任 髙井 京太

１

※ ⑧と⑨は「Ⅱ 類音語の誤認識」も関係

２ ３



2

４ ５

６ ７



3

８

◇ 発表者（髙井京太）の略歴

平成13年３月 参議院速記者養成所修了

平成13年４月 北海道議会事務局入局

１級速記士＜速記技能検定 文部科学大臣賞受賞＞

（公社）日本速記協会北海道ブロック長

◇ 連絡先

電話番号 011-231-4111（内線：33-282）

011-204-5688（直通）

Ｅ－mail takai.kyouta@pref.hokkaido.lg.jp
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第76回全国議事記録議事運営事務研修会

講演③ 会議録作成Ⅱ 実例編

伝わる記録をどう作るか

会議録作成Ｑ＆Ａ集より

（公社）日本速記協会 理事 山崎 恵喜

なぜ事例発表のようなミスが出るのか？

≪ポイント≫

１

会議録作成の特性 Ｑ＆Ａ集８Ｐ

≪ポイント≫

２

発言を文章化する際の留意点 Ｑ＆Ａ集８Ｐ

≪ポイント≫ ≪ポイント≫

３



2

発言を聞く上で意識すべきこと Ｑ＆Ａ集９Ｐ

≪ポイント≫

（髪の毛を指さしながら）

４

作成者側の問題点（１） Ｑ＆Ａ集10Ｐ

（テレビ番組のパネル）

５

作成者側の問題点（２） Ｑ＆Ａ集10Ｐ

※ ❷と❸のカタカナはどんな漢字か？

６

作成者側の問題点（３） Ｑ＆Ａ集10Ｐ

（漫画家のインタビュー）

（ラグビーの解説）

※ ❷は理解できるか？

７



3

作成者側の問題点（４） Ｑ＆Ａ集10Ｐ

≪ポイント≫

８

発言者側の問題点（１） Ｑ＆Ａ集11Ｐ

→ 「的を射た」と「当を得た」の混同

（ヤフコメ）

９

発言者側の問題点（２） Ｑ＆Ａ集11Ｐ

10

発言者側の問題点（３） Ｑ＆Ａ集11Ｐ

※ ❹はどんな読み間違えか？

11
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発言者側の問題点（４） Ｑ＆Ａ集11Ｐ

※ ❸はどうしておかしいか？

12

発言者側の問題点（５） Ｑ＆Ａ集11Ｐ

≪ポイント≫

13

トライ！ 校閲体験 Ｑ＆Ａ集65Ｐ

入力ミス、聞き間違い、言い間違いを見つける

【 】内の漢字を考える

＜問題１＞

問題２＞

14

求められる正確性 Ｑ＆Ａ集24Ｐ

（言っていることと全く違う意味）

15



5

正確性の確保（１） Ｑ＆Ａ集25Ｐ

※ ほかにミスはないか？

16

正確性の確保（２） Ｑ＆Ａ集25Ｐ

※【？】にどのような言葉が入るか？

※ ❷のカタカナはどう表記するか？

17

正確性の確保（３） Ｑ＆Ａ集25Ｐ

18

正確性の確保（４） Ｑ＆Ａ集25Ｐ

≪ポイント≫

19
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正確性を確保するための調査（１） Ｑ＆Ａ集26Ｐ

≪ポイント≫

20

正確性を確保するための調査（２） Ｑ＆Ａ集26Ｐ

→ 落ち合ったのは「三宮駅」か「三ノ宮駅」か？

→ 研究論文を探し出して判明

→ ６倍の薬剤を投与 患者が死亡

21

整文の必要性 Ｑ＆Ａ集38Ｐ

≪ポイント≫

22

整文に関わる留意点 Ｑ＆Ａ集40Ｐ

≪ポイント≫

23
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整文の程度と対象要素 Ｑ＆Ａ集43～45Ｐ

✦ ✦ ✦
✦ ✦ ✦ ✦

✦
✦ ✦ ✦ ✦
✦ ✦

✦
✦ ✦
✦ ✦
✦ ✦

24

整文の例（１） Ｑ＆Ａ集46～56Ｐ

≪ポイント≫

｟無機能語｠

｟文字の説明｠

｟言い直し｠

｟口癖、本来の意味で使っていない｠

｟同義語の重複｠

｟同じ言葉の重複｠

｟同じ助詞の連続｠

25

整文の例（２） Ｑ＆Ａ集46～56Ｐ

｟なまり｠

（さらなる発言を促す） ｟尻切れ｠

｟言葉の誤用｠

｟事実と相違｠

｟覚え間違い｠

｟数字の不整合｠

｟言葉の倒置｠

｟崩れた言い回し｠

26

整文の例（３） Ｑ＆Ａ集46～56Ｐ

｟固有名詞の脱落｠

｟慣用句の脱落｠

｟照応関係｠

｟言葉の係り｠

｟語尾上げ｠

｟助詞の脱落｠

｟略した単位｠

27
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整文の例（４） Ｑ＆Ａ集46～56Ｐ

（原典と１～２か所違うなど、ほぼ同一の場合も同様）

｟引用であることを明示｠

｟原典どおりの表記｠

28

整文の例（５） Ｑ＆Ａ集46～56Ｐ

✧

✧

✧

✧

✧

✧

29

いけない整文（１） Ｑ＆Ａ集57～58Ｐ

≪ポイント≫

✧

✧

✧

30

いけない整文（２） Ｑ＆Ａ集57～58Ｐ

｟尻切れ｠

※ 「ＧＡＰ」の表記はオーケーだが、後ろの注釈の書き込みは×

31
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いけない整文（３） Ｑ＆Ａ集57～58Ｐ

※ 与党議員が「反対」という言葉を使ったのがそのまま記録に残るのは
まずいなどと考えて整文するのは×

32

むすびに

～ 『聞いて書く』のは特殊な作業 ～


